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8 消防費 

1 消防費    1 常備消防費 

[担当：消防本部 総務課] P.216 

0501 消防総務事務に要する経費  26,833,000 円 (30,035,000 円) 

[その他 429,000 円 一財 26,404,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[手数料：危険物許認可手数料 429,000 円] 

○ 目的 

消防行政事務の適正化と消防活動全般の万全を図る。 

○ 内容 

消防行政の需要に的確に対応し、火災、救急及び救助活動等の効率的な展開を図る。 

･平成 26 年出動件数[H26.1.1～H26.12.31]  （ ）は、平成 25年の件数 

     火災    19 件  （17 件） 

     救急   4,496 件（4,578 件） 

     救助    49 件  （59 件） 

 

[担当：消防本部 総務課] P.218 

2001 職員研修に要する経費  3,022,000 円 (2,647,000 円) 

[その他 551,000 円  一財 2,471,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[諸収入：研修入校本人負担分 551,000 円] 

○ 目的 

複雑多様化する各種災害をはじめ、救急救助活動及び火災予防業務等の高度化に消防職

員が適切に対応するため、専門的な知識及び技術の習得を図る。 

○ 内容 

消防大学校、茨城県立消防学校及びその他の機関で実施される各種研修会等に職員を派

遣する。 

消防大学校における研修 

 ･幹部科          1 名 

茨城県立消防学校における研修 

･初任科           7 名 

･救急科          3 名 

･救助科          2 名 

･特殊災害科        1 名 

･火災調査科        2 名 
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･警防科          2 名 

･水難救助科        1 名 

 

[担当：消防本部 総務課] P.219 

2201 消防庁舎の管理運営に要する経費  70,167,000 円 (61,676,000 円) 

[国･県 132,000 円  地方債 41,100,000 円  その他 1,711,000 円  一財 27,224,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[国補：社会資本整備総合交付金（住宅･建築物安全ストック形成分） 

       基準額 396,000 円×1/3＝132,000 円] 

[市債：合併特例債（32,603,000 円－132,000 円）×95%≒30,800,000 円] 

[市債：緊急防災･減災事業債 10,340,000 円×100%≒10,300,000 円] 

[繰入金：公共施設整備基金繰入金 1,711,000 円] 

○ 目的 

防災の拠点施設である消防庁舎の適正な維持管理を図る。 

○ 内容 

消防庁舎施設及び設備の点検、修繕等を実施し、職場環境の整備充実を図る。 

戸頭消防署は耐震診断の結果、耐震補強が必要とされたため防災拠点として適切に維持

するために耐震補強工事と併せて、老朽化した仮眠室･トイレ･外壁改修工事を実施する。 

・消防庁舎   取手市消防本部 取手消防署 

戸頭消防署 

             吉田消防署 

             椚木消防署 

             宮和田出張所 

 

[担当：消防本部 警防課] P.220 

2301  消防自動車等の維持管理に要する経費  12,667,000 円 (12,276,000 円) 

[一財 12,667,000 円] 

○ 目的 

火災及び救助などの災害時に出動する消防自動車等が、充分な能力を発揮できるよう適

切な維持管理を行う。 

○ 内容 

・主な配備車両   指揮車       1 台 

指令車       4 台 

はしご車      1 台 

救助工作車     1 台 

水槽付ポンプ車   5 台(化学車 2台含む) 
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ポンプ車      4 台 

重機搬送車       1 台(重機 1台含む) 

 

[担当：消防本部 警防課] P.220 

2501  救急救命士の養成に要する経費  3,532,000 円 (2,729,000 円) 

[その他 73,000 円 一財 3,459,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[諸収入：研修入校本人負担分 73,000 円] 

○ 目的 

救急救命士法に基づく高度な救命処置を行うため、救急救命士を養成し、救命効果のさ

らなる向上を図る。 

○ 内容 

 各消防署所の救急隊に、常時 1 名の救急救命士の配置を可能にするため、今年度は 1 名

の救急救命士を養成する。 

 ・救急救命士資格取得者  30 名 

 ・救急救命士の養成      

(1)期間 平成 27年 9 月～平成 28年 3月 7 カ月間 

(2)場所 東京都八王子市南大沢 4-5 救急救命東京研修所 

(3)経費 入校負担金         2,071,000 円 

     旅費              72,000 円 

         テキスト及び受験料等     100,000 円    

        計                  2,243,000 円 

また、救急救命士気管挿管病院実習のため、筑波メディカル病院に 2 名、筑波大学病院

に 1名を実習委託する。 

・実習期間  筑波メディカル病院 1名 平成 27 年 6月上旬～30 症例を終了するまで 

                 1 名 平成 27 年 9月上旬～30 症例を終了するまで 

筑波大学病院    1 名 平成 27 年 11 月上旬～30 症例を終了するまで 

 

[担当：消防本部 指令課] P.221 

2701  防災情報ネットワークシステム整備に要する経費  7,224,000 円 新規 

[地方債 7,200,000 円  一財 24,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[市債：緊急防災･減災事業債 7,224,000 円×100%≒7,200,000 円] 

○ 目的 

茨城県防災情報ネットワークシステムを、通信回線のデジタル化･高速大容量化や接続す

る防災関係機関の追加･連携強化のため更新整備する。 
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○ 内容 

茨城県防災情報ネットワークシステムの更新整備に係る消防費負担金である。  

 

[担当：消防本部 指令課] P.221 

3301  消防救急無線・指令センター整備に要する経費  108,350,000 円 (156,885,000 円) 

[地方債 104,300,000 円  一財 4,050,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[市債：緊急防災･減災事業債 104,321,000 円×100%≒104,300,000 円] 

○ 目的 

県内 34 市町 21 消防本部で 119 番を 1 ヶ所で受け付ける茨城共同指令センターの平成 28

年 4月 1 日の運用開始を図る。 

○ 内容 

消防救急無線･指令センターの共同整備費負担金等である。  

 

1 消防費    2 救急業務費 

[担当：消防本部 警防課] P.221 

0501  救急業務に要する経費  7,103,000 円（5,241,000 円） 

[一財 7,103,000 円] 

○ 目的 

救急資機材の適正な管理と、的確な救急業務の遂行を図る。 

○ 内容 

救急活動に必須のガーゼ類や感染防止衣などの消耗品及び医薬材料等の充実を図る。 

また、救急活動中における隊員の感染防止対策や住民への応急手当の普及啓発活動の推

進を図る。 

・救急自動車配備状況  高規格救急自動車 6台(予備車 1台含む) 

 

1 消防費    3 非常備消防費 

[担当：消防本部 総務課] P.223 

2001  消防団員に要する経費  50,865,000 円（48,762,000 円） 

[その他 12,127,000 円 一財 38,738,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[諸収入：消防団員退職報償金受入金 12,000,000 円] 

[諸収入：消防団福祉共済返戻金 127,000 円] 

○ 目的 

消防団員の処遇及び福利厚生の充実を図る。 
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○ 内容 

消防団員の報酬や手当等をはじめ、消防団員退職報償金及び消防団員等公務災害補償共

済負担金などの各種負担金等である。 

･消防団員の定数 649 人 

 

[担当：消防本部 総務課] P.223 

2101  消防団の運営に要する経費  38,513,000 円（37,045,000 円） 

[地方債 16,500,000 円  一財 22,013,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[市債：消防防災設備整備事業債 17,400,000 円×1/2×100%＝8,700,000 円] 

[市債：消防防災設備整備事業債（17,400,000 円－8,700,000 円）×90%≒7,800,000 円] 

○ 目的 

消防団組織の充実した運営の維持と活性化を図る。 

○ 内容 

消防団活動に必要な施設等の維持管理を行う。  

・消防団組織    1 本部 35 分団（女性消防分団含む） 

・消防団配備車両  ポンプ車      19 台 

小型ポンプ積載車  15 台(うち 2台更新) 

   

1 消防費    5 消防施設費 

[担当：消防本部 警防課] P.224 

2001  消防水利の整備に要する経費  33,048,000 円（0円） 

[国･県 10,853,000 円  地方債 19,900,000 円  一財 2,295,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[国補：消防防災施設整備補助金 基準額 5,386,000 円×1/2×1 基＝2,693,000 円] 

[国補：消防防災施設整備補助金 基準額 8,160,000 円×1/2×2 基＝8,160,000 円] 

[市債：消防防災施設整備事業債（21,706,000 円－10,853,000 円）×90%≒9,700,000 円] 

[市債：消防防災施設整備事業債 11,342,000 円×90%≒10,200,000 円] 

○ 目的 

消防水利の基準及び消防水利整備計画に基づき、消防水利の充実強化を図る。 

○ 内容 

・小文間地区 耐震性防火水槽 40t 

・上高井地区 耐震性防火水槽 60t 

・和田地区  耐震性防火水槽 60t 
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[担当：消防本部 警防課] P.224 

2201  消防施設の整備に要する経費  64,677,000 円（37,000,000 円） 

[国･県 11,658,000 円  地方債 47,600,000 円  一財 5,419,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[国補：緊急消防援助隊設備整備費補助金 基準額 23,316,000 円×1/2＝11,658,000 円] 

[市債：消防防災設備整備事業債（23,316,000 円－11,658,000 円）×90%≒10,400,000 円] 

[市債：消防防災設備整備事業債 41,361,000 円×90%≒37,200,000 円] 

○ 目的 

水槽付消防自動車を更新し、消防体制の充実強化を図る。 

○ 内容 

平成 6年度に吉田署に配備された水槽付消防自動車を更新する。 

  


